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組のみ)を参考に同様の分析を行う( 3 章、 4 章)。最後に外国で成立した法律行為による身分関係を現行の法例の
規定により解決すること、及び外国で裁判により成立した身分関係(養親子関係や非嫡出親子関係)について、民事
訴訟法118条の規定により解決することの問題点と限界を指摘し、基本的にはハーグ条約のアプローチ(これを実質
的アプローチと呼ぶ)を採用すべきことを提唱する o
本論文は、外国身分関係の承認という優れて現代的な問題を従来の準拠法アプローチ、外国判決承認アプローチと
いう伝統的な解決策の限界を指摘し、ハーグ条約やスイスの立法の示唆を受け、有効に成立した身分関係をできる限
り承認しようという角度からの新しい問題提起を試みたものである。加えて戸籍実務に理論的な解明を与えた点、各
国国際私法の比較法的な分析、各国の実質法の比較研究などの点においてもその成果が認められる。以上の点からみ
て、博士(法学)の学位を授与する価値があるものと判断する。
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